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logDc 3.9(W/C)2 7.2(W/C) 2.5
logDc 3.0(W/C)2 5.4(W/C) 2.2

W/C ( )
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＜２＞特定点検結果に基づく将来健全度評価 

図-3.1.2 塩害における将来健全度予測評価フロー＜２＞

(Ａ)劣化予測モデルをそのまま用いて、将来の塩化物イオン量又は鋼材体積減少率を

算定

図-3.1.2 塩害における将来健全度予測評価フロー＜Ａ＞

塩害特定点検結果
かぶり、表面塩化物イオン濃度、
塩化物イオンの見かけの拡散係数

各種計算条件の設定

理論式による
劣化予測モデルの作成

鋼材位置での
全塩化物イオン量

塩害特定点検結果

塩害特定点検結果より得られたデー
タを用いて補正した劣化予測モデル
により、将来健全度を算定……（D）

塩害による損傷
（ひびわれ、錆汁、
剥離・鉄筋露出等）

1.2kg/m３未満

1.2kg/m３以上

現状健全度を加速期の始めと仮定
し、将来健全度を算定………（B）

無し

有り

損傷の程度により現状の鋼材体積
減少率を仮定し、将来健全度を
算定……………………………(Ｃ)

塩害特定点検結果
かぶり、表面塩化物イオン濃度、
塩化物イオンの見かけの拡散係数

各種計算条件の設定

理論式による
劣化予測モデルの作成

鋼材位置での
全塩化物イオン量

塩害特定点検結果

塩害特定点検結果より得られたデー
タを用いて補正した劣化予測モデル
により、将来健全度を算定……（D）

塩害による損傷
（ひびわれ、錆汁、
剥離・鉄筋露出等）

1.2kg/m３未満

1.2kg/m３以上

現状健全度を加速期の始めと仮定
し、将来健全度を算定………（B）

無し

有り

損傷の程度により現状の鋼材体積
減少率を仮定し、将来健全度を
算定……………………………(Ｃ)
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（Ｂ）点検時の健全度を加速期の始めと仮定し、加速期以降の劣化予測モデルをシフトし

て、将来の鋼材体積減少率を算定 

図-3.1.2 塩害における将来健全度予測評価フロー＜Ｂ＞

 

（Ｃ）鋼材体積減少率を 0.00 又は 0.02 と仮定し、劣化予測モデルをシフトして、将来の鋼

材体積減少率を算定

    

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.1.2 塩害における将来健全度予測評価フロー＜Ｃ＞

 

（Ｄ） ＜２＞から：特定点検結果より得られたデータを用いて補正した劣化予測モデル

により、現状健全度を算定

図-3.1.2 塩害における将来健全度予測評価フロー＜Ｄ＞
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（３）検証結果

①実際の経過年数と予測年数の比較

    図-3.1.4 に予測誤差率を、図-3.1.5 に誤差範囲を、表-3.1.11 に実経過年数と予測年数の

比較を示す。予測年数と実際の経過年数との誤差は、53％が誤差率±20％以内となり、概

ね妥当であることが確認された。

図-3.1.4 塩害の検証結果（予測誤差率）

図-3.1.5 塩害の検証結果（誤差範囲）

予測誤差率＝（予測年数－実経過年数）／実経過年数
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  ②潜伏期における発錆有無の予測結果と実損傷の比較

    図-3.1.6 に経過年数と発錆の有無の関係を、表-3.1.12 に対象橋梁における発錆状況

を示す。潜伏期における発錆有無の整合率は 89％となり、概ね妥当であることが確認さ

れた。

図-3.1.6 潜伏期の検証

③今後の課題

予測年数と実際の経過年数に関しては、今後さらに、健全度ランク別に予測誤差を分

析することなどにより、予測精度の詳細検討を進める必要がある。

潜伏期における発錆有無の整合については、今後は、塩分量の予測結果と発錆状況と

の不整合、特に鉄筋位置での塩化物イオン濃度の予測値が 1.2kg/cm3 以下にもかかわら

ず発錆しているケースの原因について詳細調査し、劣化予測モデルの改良検討を進める

必要がある。
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３．２．２ 劣化予測モデル

RC 床版の疲労に対する健全度は、統計分析を用いるまでのデータが揃っていないこともあり、

理論式による疲労損傷度により予測するものとする。

（１）疲労損傷度の算出

疲労損傷度とは、疲労破壊に至る荷重の繰返し回数に対する、累積される荷重の繰返し回

数の比率である。このとき、累積される荷重の繰返し回数は、大型車交通量を用いて算出す

る。

対象とする床版は「鋼橋」と「コンクリート桁橋」の RC 床版のみとし、プレストレスが

導入されている床版は対象外とする。

以下に疲労損傷度の算出式を示す。

fN
ND 

    ここに、D：疲労損傷度、N：繰返し回数、Nf：疲労破壊に至る繰返し回数

①疲労破壊に至る繰返し回数

  Nfは、次式に示すマイナー12 乗則（松井ら）を用いて算出する。

C
SX

k log N gollog  － ）
Ｐ

Ｐ
（

ここに、 Ｎ ：繰返し回数   Ｐ ：基本輪荷重（kgf）：98kN とする。

ｋ ：0.07835 
Ｃ ：1.2366（湿潤状態と仮定）

ＰSX ：はり状化した床版の静的せん断破壊強度（kgf）
＝2Ｂ･(τmax･Ｘm＋σtmax･Ｃm) 
Ｂ ：はりの有効幅（cm）＝b＋2dd

ｂ ：載荷版の配力筋方向の辺長（20cm）

dd  ：引張側配力鉄筋方向の有効高さ（cm）（かぶり深さ、主鉄筋径、

配力鉄筋径より計算）

＝床版厚－かぶり－主鉄筋径－配力鉄筋径/2 
τmax：コンクリートの最大せん断応力度（kgf/cm２）

＝0.252f'ck－0.000246f'ck2

Ｘm ：主鉄筋断面の中立軸深さ(cm)（床版厚、鉄筋量より算出）

σtmax：コンクリートの最大引張応力度（kgf/cm２）＝0.583f'ck2/3

Ｃm ：主鉄筋のかぶり深さ（cm）

＝かぶり＋主鉄筋径/2 
f'ck  ：コンクリートの設計基準強度（kgf/cm2）

[出典：2001 年制定コンクリート標準示方書[維持管理編]制定資料 土木学会]１２）

     As'd'dAs
b

2n
b

'sA sAn
b

'sA sAnXm
2


⎭
⎬
⎫

⎩
⎨


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 ②繰返し回数 

基本輪荷重の繰返し回数は１年単位で設定する。具体には、センサス年度を基準に、過去

の交通量については平均伸び率α=1.03 を用いて任意の期間に対する基本荷重の累積繰返し

回数 N（台）を算定する。劣化予測を行う将来については、一定(α=1.00)で推移するものと

する。

疲労損傷度を計算する際に必要となる N の具体的な算定手順は、次のとおりである。

    ①交通センサスより、対象とする各橋梁位置での大型車交通量 A を設定

    ②センサス年度における基本輪荷重の繰返し回数 Nd（台/年）を算定

基本輪荷重（98kN）の１日当たり繰返し回数 Nd は、平成 6年～12 年に全国 81 箇所

の車両重量調査結果を基に設定した次式を用いて（図-3.2.1、図-3.2.2 参照。）、大型

車交通量を基本輪加重に換算することにより算定する。

      Nd＝4×10-7×（A／2）2.29

        ここに、Nd：１日当たりの基本輪荷重の繰返し回数（台/日）

A：大型車交通量（台/日）

③Nd×365 日を、年当たり繰返し回数とする。

図-3.2.1 各輪荷重の総通行台数分布

床版厚 中立軸高Xm
主鉄筋
有効高さ

配力筋
有効高さDd

かぶり深さCm

車両重量測定箇所における輪荷重tと通行台数の関係

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

0-1 1-2 2-3 3-4 4-5 5-6 6-7 7-8 8-9 9-10 10-12 12-14 14-

輪荷重（tf）

台
数

8125521,6673,1618,296
24,7971,40
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図-3.2.2 大型車交通量と 98kN 換算輪数の関係

（２）劣化予測モデルの模式図

   ＲＣ床版疲労の劣化予測モデルの模式図及び健全度ランクのしきい値を、図-3.2.3及び表

-3.2.4に示す。

図-3.2.3 健全度（劣化）予測モデル

表-3.2.4 健全度ランクとしきい値の関係

健全度

ランク
劣化過程

疲労損傷度

D=N/Nf
ひび割れ密度

Cd(m/m2) 
Ⅰ D＜0.1 0≦Cd＜3

Ⅱ
潜伏期

0.1≦D＜0.2 3≦Cd＜6

Ⅲ 進展期 0.2≦D＜0.5 6≦Cd＜8

Ⅳ-1 0.5≦D＜0.65 
Ⅳ

Ⅳ-2
加速期

0.65≦D＜0.8 
8≦Cd＜9

Ⅴ 劣化期 0.8≦D＜1.0 9≦Cd 

※：床版防水工がなされていない場合に適用する。

y = 4E-07x
2.2905
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2
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  (A) 劣化予測モデルをそのまま用いて、経過年より将来健全度を算定

図-3.2.4  RC 床版の健全度評価フロー(Ａ) 

 (B) 定期点検結果から得られたデータを用いて点検時健全度を一致させた後、将来健全度を

算定

   

図-3.2.4  RC 床版の健全度評価フロー(Ｂ) 

３．２．５ 劣化予測モデルの検証

（１）検証方法

ＲＣ床版の劣化予測モデルについて、架設年、床版厚、床版支間長、大型車交通量による

分析を行い、次の方法により検証した。

・ＲＣ床版の点検結果(又は補修工法)から想定される疲労損傷に対し、点検時点の経過年

数(補修時点の経過年数)と、その損傷状態に至る予測年数の差による検証を行う。

・なお、床版は、常時湿潤状態と仮定とする。

（２）分析パラメータの設定

① 架設年

1970年以前と 1971年以降でＲＣ床版の設計基準（曲げモーメント式、鉄筋の許容応力度、

コンクリートの設計基準強度等）が変わっているため、旧基準（1970 年以前）（以下「旧」

という。）で設計された橋梁と新基準（1971 年以降）（以下「新」という。）で設計された橋

梁の分類を行う。

経過年

Ⅴ

ｎ年後

1.0

現在の
疲労損傷度

疲労損傷度D

Ⅱ

Tf

Ⅳ

Ⅲ

Ⅰ

現在

ｎ年後の
疲労損傷度

経過年

Ⅴ

ｎ年後

1.0

現在の
疲労損傷度

疲労損傷度D

Ⅱ

Tf

Ⅳ

Ⅲ

Ⅰ

現在

ｎ年後の
疲労損傷度

経過年

Ⅴ
1.0

疲労損傷度D

Tf

Ⅳ

Ⅲ

点検年

点検結果より
健全度Ⅳ -1と
判断
(D=0.575)

Ⅳ-2
Ⅳ-1

Ⅰ、Ⅱ

ｎ年後

ｎ年後の
疲労損傷度

補正後
理論式

経過年

Ⅴ
1.0

疲労損傷度D

Tf

Ⅳ

Ⅲ

点検年

点検結果より
健全度Ⅳ -1と
判断
(D=0.575)

Ⅳ-2
Ⅳ-1

Ⅰ、Ⅱ

ｎ年後

ｎ年後の
疲労損傷度

補正後
理論式
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（４）分析結果

①架設年

架設年の新・旧で区分した実経過

年と予測年数の関係を、図-3.2.5 に

示す。旧は予測年数が短く下側に分

布する点が多く、一方、新の分布は

全体に及んでおり特徴がないと言え

る。

                    図-3.2.5 架設年別集計

②床版厚

床版厚で区分した実経過年と予測

年数の関係を、図-3.2.6 に示す。床 

版厚が「薄」い点は予測年数が小さ

く下側に分布しているのに対し、床

版厚が「厚」い点は予測年数が大き

く上側に分布している。床版厚が 

「並」の点は全体に及んでおり、特

徴は見られない。

                    図-3.2.6 床版厚別集計

③大型車交通量

    大型車交通量で区分した実経過年

と予測年数の関係を、図-3.2.7 に示

す。交通量による分布に傾向は見ら

れない。  

                      図-3.2.7 交通量別集計
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④床版支間 

架設年の新・旧別に、床版支間で区分した実経過年と予測年数の比較を、図-3.2.8、図

-3.2.9にそれぞれ示す。

架設年が「旧」の場合、床版支間の短い▲は予測年数が小さい下側に分布している。

架設年が「新」の場合、

床版支間の短い▲は予測

年数が小さい下側に分布

しており、床版支間の長

い◆は予測年数の大きい

上側に分布しているのが

わかる。

「新」「旧」をまとめ

て、図-3.2.10、表-3.2.9
に示す。図の上下の線以内

（誤差 40％以内）の橋梁

は全体の 22％である。

   図-3.2.8 旧の床版支間別集計

図-3.2.9 新の床版支間別集計 

▲：支間短い

●

◆：支間長い
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図-3.2.10 床版支間別集計

  

図-3.2.11 補正係数を設定した場合の床版支間別集計
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表-3.2.10 補正係数を設定した場合

名称
実経過年

Ａ
予測年数

Ｂ
誤差
Ｂ／Ａ

床版厚さ
（ｃｍ）

架設
竣工年

床版支間
Ｌ（ｍ）

想定床版支間
Ｌａ（ｍ）

Ｌ-Ｌａ 交通量 疲労損傷度

1 A 35 37 1.0571 18.0 1961 2.30 3.30 -1.00 13399 0.70

2 B 41 41 1.0000 16.0 1955 1.60 3.00 -1.40 14793 0.70

3 C 51 61 1.1961 17.0 1951 2.80 3.20 -0.40 15228 0.50

4 D 30 8 0.2667 19.0 1964 3.00 3.50 -0.50 16878 0.35

5 E 28 14 0.5000 18.0 1963 3.45 3.30 0.15 16093 0.50

6 F 28 21 0.7500 19.0 1963 3.20 3.50 -0.30 23104 0.50

7 G 26 24 0.9231 20.0 1973 2.90 2.90 0.00 52595 0.50

8 H 19 13 0.6842 20.0 1964 4.00 3.80 0.20 39500 0.70

9 I 15 19 1.2667 20.0 1972 3.45 2.90 0.55 33926 0.50

10 J 14 9 0.6429 20.0 1973 3.45 2.90 0.55 52595 0.50

11 K 26 25 0.9615 18.0 1968 2.90 3.30 -0.40 52595 0.50

12 L 23 4 0.1739 19.0 1965 2.10 3.50 -1.40 42269 0.50

13 M 22 16 0.7273 17.0 1962 2.90 3.20 -0.30 38000 0.70

14 N 26 26 1.0000 20.0 1973 2.90 2.90 0.00 33926 0.35

15 N 26 26 1.0000 20.0 1973 2.90 2.90 0.00 33926 0.35

16 O 21 31 1.4762 17.0 1964 2.80 3.20 -0.40 39500 0.50

17 P 15 39 2.6000 20.0 1974 2.90 2.90 0.00 39500 0.50

18 Q 27 27 1.0000 18.0 1961 2.30 3.30 -1.00 29629 0.50

19 R 14 24 1.7143 20.0 1974 2.90 2.90 0.00 52595 0.50

20 S 14 19 1.3571 20.0 1972 3.45 2.90 0.55 33926 0.50

21 T 32 2 0.0625 16.0 1964 1.86 3.00 -1.14 52595 0.35

22 U 18 14 0.7778 18.0 1968 3.00 3.30 -0.30 39500 0.50

23 V 25 92 3.6800 18.0 1966 2.45 3.30 -0.85 13287 0.50

24 W 18 14 0.7778 18.0 1973 2.45 2.40 0.05 13287 0.50

25 X 32 43 1.3438 19.0 1964 3.00 3.30 -0.30 13876 0.50

26 Y 24 37 1.5417 19.0 1967 3.20 3.50 -0.30 11835 0.50

27 Z 18 16 0.8889 19.0 1978 2.40 2.60 -0.20 9800 0.35

28 AA 28 43 1.5357 18.0 1968 3.25 3.30 -0.05 13331 0.50

29 AB 27 42 1.5556 18.0 1969 3.20 3.30 -0.10 13331 0.50

30 AC 27 5 0.1852 16.0 1968 3.10 3.00 0.10 10333 0.50

31 AD 21 28 1.3333 16.0 1974 1.00 2.00 -1.00 10333 0.35

32 AE 33 20 0.6061 15.0 1963 1.52 2.80 -1.28 10247 0.35

33 AF 24 59 2.4583 20.0 1970 2.70 3.80 -1.10 12843 0.50

34 AG 29 28 0.9655 17.0 1969 2.60 3.20 -0.60 18390 0.35

35 AH 26 37 1.4231 17.0 1976 1.80 2.20 -0.40 15315 0.50

36 AI 26 18 0.6923 20.0 1972 2.75 2.90 -0.15 15315 0.35

37 AJ 25 10 0.4000 19.0 1977 3.60 2.60 1.00 20078 0.15

38 AK 28 46 1.6429 19.0 1970 2.25 3.50 -1.25 10370 0.50

39 AL 28 100 3.5714 19.0 1974 2.30 2.60 -0.30 18348 0.35

40 AM 30 10 0.3333 16.0 1968 1.00 3.00 -2.00 20426 0.35

41 AN 37 15 0.4054 19.0 1961 1.70 3.50 -1.80 23818 0.35

42 AO 37 15 0.4054 19.0 1961 1.70 3.50 -1.80 23818 0.35

43 AP 29 28 0.9655 19.0 1968 2.49 3.50 -1.01 11597 0.35

44 AQ 33 10 0.3030 17.0 1962 3.00 3.20 -0.20 10309 0.35

45 AR 24 2 0.0833 16.0 1977 0.98 2.00 -1.02 21135 0.50

46 AS 10 9 0.9000 16.0 1987 1.00 2.00 -1.00 10633 0.35

47 AT 40 60 1.5000 19.0 1949 5.50 3.50 2.00 9279 0.50

48 AU 37 20 0.5405 18.0 1964 9.70 3.30 6.40 11903 0.50

49 AV 21 26 1.2381 18.0 1974 3.50 2.40 1.10 9244 0.15

50 AW 29 27 0.9310 18.0 1968 3.25 3.30 -0.05 11244 0.70

51 AX 22 53 2.4091 18.0 1975 3.25 2.40 0.85 11244 0.50

52 AY 34 9 0.2647 18.0 1968 2.10 3.30 -1.20 42269 0.35

53 AZ 34 16 0.4706 18.0 1968 2.10 3.30 -1.20 42269 0.70

54 CA 24 100 4.1667 19.0 1972 2.40 2.60 -0.20 9800 0.50

55 CB 23 69 3.0000 17.0 1973 2.00 2.20 -0.20 9800 0.50

56 CC 25 8 0.3200 16.0 1969 1.65 3.00 -1.35 23513 0.35

57 CD 25 39 1.5600 19.0 1971 2.60 2.60 0.00 10650 0.50

- 58 - - 59 -



- 59 -

３．３ 鋼部材の塗装劣化・腐食の劣化予測 

 

３．３．１ 健全度 

鋼部材の塗装劣化・腐食の健全度を予測する対象は、鋼部材の塗膜劣化から腐食に至る

一連の劣化過程のうち、部材全体に平均的に進行する劣化のみとした。漏水、滞水等によ

り比較的厳しい腐食環境にある桁端部や支承部周辺に見られるような局部的な劣化につい

ては、本システムから離れて、個別に評価、対応を行う必要がある。 

「鋼橋塗膜調査マニュアル、（社）日本鋼構造協会」１４）によると、外観状態とさび発生

面積との対応について表-3.3.1 が示されている。 

 

表-3.3.1 さび発生面積と塗膜劣化レベル１４） 

発生状態 評価点 

(RN) 発生面積(%) 外観状態 
さび発生限界標準図 

3 Ｘ＜0.03 

異状なし。 

誰が見ても外観的にはさびが認めら

れないか、さびらしきものがあって

も無視し得る程度のもの 

2 0.03≦Ｘ＜0.3 

僅かにさびが見られる。 

さびが観測される部分以外の塗膜の

防食性能はほぼ維持されていると思

われる状態。 

1 0.3≦Ｘ＜5.0 

明らかにさびが見られる。 

誰が見ても発錆部分が多く、何らか

の処置をほどこさなければならない

状態。 

0 5.0≦Ｘ 

見かけ上ほぼ全面にわたってさびが

見られる。早急に塗料を塗り直さな

ければならない状態。 

 

評価点（RN）の内容   

 容 内 点価評

3 
異常又は劣化が全く認められないか、もしあったとしても極めて局部的でしか

も微小なため、塗膜の機能から無視し得る程度のもの。

2 異常又は劣化はやや見られるが、塗膜機能は維持している。 

1 
異常又は劣化は相当進み、塗膜は機能の極限に達しているか、すでに越えてい

る。 

0 異常又は劣化が進み、塗膜の存在価値を失っている。 
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図-3.3.1 健全度（劣化）予測モデル

表-3.3.3 塗装系別塗替え間隔設定値

ｔ１ ｔ２ ｔ３

塗装仕様
塩害地
域以外

塩害
地域

塩害地
域以外

塩害
地域

塩害地
域以外

塩害
地域

一般塗装系（A,B 塗装系） 8 年 適用外 15 年 適用外 21 年 適用外

重防食塗装系
（C 塗装系、ふっ素樹脂塗装）

27 年 16 年 50 年 30 年 68 年 41 年

３．３．３ 現状健全度に対する定量的な値の特定  

現状の健全度ランクは、表-3.3.2 の劣化状態から求めることができる。将来の劣化を予測

するためには、現状における定量的な値を算出する必要があり、この算出方法は次のとお

りとする。

・定期点検結果における「腐食」及び「防食機能の劣化」の損傷の程度を、表-3.3.4 に

よりさび発生面積に変換する。なお、「腐食」及び「防食機能の劣化」の両方の損傷が

ある場合は、「腐食」を優先する。 
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  (A) 劣化予測モデルをそのまま用いて、経過年より将来健全度を算定

図-3.3.2 塗装の劣化・腐食の健全度評価フロー(Ａ) 

 (B) 定期点検結果から得られたデータを用いて点検時健全度を一致させた後、将来健

全度を算定 

   

図-3.3.2 塗装の劣化・腐食の健全度評価フロー(Ｂ) 

３．３．５ 劣化モデルの設定根拠

（１）定期点検結果の分析

分析は、定期点検結果の定性的評価をさび発生面積に変換して統計処理することによ

り行うこととした。なお、統計処理では、データの多い S63 定期点検結果を用いた。表

-3.3.5 に点検結果をさび発生面積ね変換する関係を示す。

表-3.3.5 S63 定期点検結果のさび発生面積への変換

塗装劣化 （小 大）   →  さび発生面積 0.03%

     〃   （大 大）   →     〃   0.3% 

腐食   （小 大）   →     〃   5.0% 

        （深さ 拡がり）

①対象データの検討

   統計処理の対象データは、以下のとおりとする。

    ｱ)対象部材：主桁、横桁、縦桁

経過年

Ⅴ

ｎ年後 T3

Ⅳ

Ⅲ

Ⅰ、Ⅱ

現在

ｎ年後の
さび発生面積

ｎ年後

5.0

現在の
さび発生面積

さび発生面積（％）

現在

0.3
0.03

経過年

Ⅴ

ｎ年後 T3

Ⅳ

Ⅲ

Ⅰ、Ⅱ

現在

ｎ年後の
さび発生面積

ｎ年後

5.0

現在の
さび発生面積

さび発生面積（％）

現在

0.3
0.03

経過年

Ⅴ

ｎ年後 T3

Ⅳ

Ⅲ

Ⅰ、Ⅱ

ｎ年後の

さび発生面積

ｎ年後

5.0

点検結果より

さび発生面積

0.3と判断

さび発生面積（％）

点検年

0.3
0.03

理論式補正後

経過年

Ⅴ

ｎ年後 T3

Ⅳ

Ⅲ

Ⅰ、Ⅱ

ｎ年後の

さび発生面積

ｎ年後

5.0

点検結果より

さび発生面積

0.3と判断

さび発生面積（％）

点検年

0.3
0.03

理論式補正後
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②点検データの分析結果

    対象部材は主桁、塩害地域以外、一般塗装系（Ａ、Ｂ塗装系）の分析結果を、図

-3.3.3から図-3.3.5に示す。    

各さび発生面積が発生する平均経過年数及び標準偏差は次のとおりとなった。 

     ・さび発生面積 0.03% 

       平均経過年数＝12.0年  標準偏差＝5.6年 

     ・さび発生面積 0.3% 

       平均経過年数＝10.5年≒11 年  標準偏差＝7.5年

     ・さび発生面積 5.0% 

       平均経過年数＝14.9年≒15年  標準偏差＝8.3年

    設定した t2＝15年に比べ、平均は 11 年と、やや短い期間という結果であった。

    また、３．３．２において、さび発生面積 0.03％、5.0％に達する年数の推計に用

いた「さび発生面積 0.03％」に達する年数は、次のとおりとした。 

  ・平均経過年数１２年は、0.3％となる平均経過年数１１年より長く、整合が

とれないため、１標準偏差を差し引き、12 年―5.6年＝6.4 年→６年とした。

図-3.3.3 さび発生面積 0.03%の経過年数分布

図-3.3.4 さび発生面積 0.3%の経過年数分布 
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図-3.3.5 さび発生面積 5%の経過年数分布

（２）推定耐久年数（（社）日本橋梁建設協会推定）

   表-3.3.8 に塗装系別推定耐久年数を示す。設定した一般塗装系の t2 は、Ａ系では一

般環境に、Ｂ系塗装ではやや厳しい環境に、Ｃ系塗装の塩害地域以外では一般環境と

やや厳しい環境の中間に、Ｃ系塗装の塩害地域では厳しい環境に相当する。

表-3.3.8 塗装系別推定耐久年数１５)

初期仕様 A-1 B-1 C-1 
C-2 

（全工場塗装）

C-4 

（全工場塗装）

I：薄膜形重防食

（全工場塗装）

塗替え仕様 a-1 b-1 c-1 c-1 c-3 c-1 

塗装名称 
長油性フタル

酸樹脂塗装 

塩化ゴム系

塗装 

ポリウレタン

樹脂塗装 

ポリウレタン

樹脂塗装 

ふっ素樹脂塗

装 

ポリウレタン 

樹脂塗装 

一般環境 

環

境 

（山間部）
15 年 20 年 40 年 40 年 60 年 30 年 

やや厳しい環境

（市街地部）
10 年 15 年 30 年 30 年 45 年 20 年 

厳しい環境 

（海岸部）
― 10 年 20 年 20 年 30 年 ― 

（３）期待耐用年数（（社）日本鋼構造協会推定）

  表-3.3.9 に塗装系の期待耐用年数を示す。設定した t2 は、一般塗装系では少し長い期

間となっており、重防食塗装系では一致している。

表-3.3.9 塗装系の期待耐用年数１６)

一般環境 厳しい腐食環境 

一般塗装系 10年 適用外 

ポリウレタン樹脂塗装系 30年 20年 

重防食塗装系 LCC低減重防食塗装系 

（ふっ素樹脂塗料） 
50年 30年 
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次に、図-3.4.1示す劣化予測モデルにより点検年での評価を行い、換算点数が 20を下

回る時期を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.4.1 支承・伸縮装置の塩害の劣化予測モデル

   （ｔ年で点検結果が腐食 e の場合の例） 

 

３．４．３ 交換時期 

  ３．４．２の換算点数が 20を下回る時期に、交換する。 

損傷がない場合の交換時期は、次のとおりとする。 

① 支承

1995 年（平成７年）に発生した兵庫県南部地震以降に、

・「兵庫県南部地震により被災した道路橋の復旧に係る仕様および復旧仕様の解説

（案）」（平成７年２月）

・「兵庫県南部地震により被災した道路橋の復旧に係る仕様」の準用に関する参考

資料（案）（平成７年６月）

の中で、支承については、「ゴム支承とすることが望ましく、可能な限り免震支承と

すること」との記述がされた。

また、平成８年 12 月には、道路橋示方書･同解説Ⅴ耐震設計編が上記復旧仕様を

受け大幅に改訂された。その中で、ゴム支承については、橋梁の種類によりタイプ

Ａ、タイプＢに区分されている。タイプＡ及びタイプＢのゴム支承は、ともに地震

時水平力に対しせん断ひずみでもって抵抗する支承であり、半永久的（150～200 年

程度）な物性を有している（メーカーへのヒアリングによる。）。その結果、これら

の支承は標準的な評価期間内には取替えることなく用いることができると考えられ

る。

    以上より、本システムでは、支承の交換に関して次のように考えるものとする。

a)1995 年以前に架設された橋梁について

・MICHIデータ上、ゴム製の支承はすべてゴムパッド型の支承として取扱う。

→ 寿命を 100 年と仮定する。

b)1996 年以降に架設された橋梁について

・すべての支承は、タイプＡ又はタイプＢとして取り扱う。
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